
 

１ 雇用契約書の記載はどこまで重要なの

か 
事業再編や移転は新型コロナウイルスの

影響で現在止まっている事例が多いのです

が、一段落すれば工場移転等がまた始まるこ

とになります。仮にこのような場合、雇用契

約書の就業場所を「全国」と記載していれば、

全国どこにでも異動命令を出すことができ

るのかが以前から疑問でした。 
今回、就業場所を「全国」と記載してある

雇用契約にもとづいて異動命令を出した事

例についてご紹介します。 
２ 事例 
趙ら 10 名は深センの倉庫で勤務をしてい

ましたが、会社は「雇用契約書には全国勤務

と記載しているので、東莞市の倉庫に異動せ

よ」と配転命令を出しました。趙ら 10 名は

配転命令を拒否して東莞市への配転に応じ

ず、退職を申し出て経済補償金の支払いを求

めましたが、会社は経済補償金を支払いませ

んでした。 
二審判決は、経済補償金の支払いを命じま

せんでした。趙ら 10 名はこれを不服として

再審を申し立てました。 
３ 判断内容 
再審は、以下のように判断しました。 

・契約書の「就業場所」は「全国」と記載さ

れている。 
・従業員は契約の内容について一般人の注意

義務と予見能力を持って締結したと判断す

る。 
・就業場所に変更がある可能性があることを

予見することができた。 
・会社が詐欺、脅迫を行ったと証明する証拠

もない。 

・以上より就業場所を「全国」とする本件の

契約条項は有効である。 
・本件において、会社が勤務先を変更するこ

とは労働契約や法律規定に違反せず、経済補

償金の支払い責任を負う義務は無い。 
４ 実務上の留意点 
中国の裁判所は良く言えば柔軟、悪く言え

ばいい加減です。裁判官個人の価値判断で判

決を出すことが多く、全中国での統一性を図

ろうとする意識は少なくとも日本に比べれ

ば乏しいと見受けられます。今回の判決もど

こまで他の事例に通用するかはわかりませ

ん。ワーカーの作業員の方が雇用契約書をあ

まりよく読まずにサインすることはよくあ

り、ここまで契約書の記載を重視する判断が

今後も出るかは疑問です。ただし、中国は意

外と契約社会で、契約書の文言を重視する傾

向が強いので、会社に有利な文言や条項はな

るべく入れて損をすることはありません。逆

に言うと自社に不利な契約条項を安易に契

約書に入れてしまうととんでもないトラブ

ルに巻き込まれることもあります。ご注意下

さい。 
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